
 

 

（64.5％）とした回答と比べて、

かい離があります。 

社内のルールが従業員に十分に

は周知されていない実態もうかが

えます。 

◆改めて必要になる社内周知 
昨今の大企業等による顧客情

報・機密情報の流出事件を受けて、

社内・取引先からの情報漏洩対策

の必要性を強く感じるようになっ

てきた従業員は増えていることで

しょう。 

企業からも、改めて禁止事項、

社内ルール等に関する社内アナウ

ンスの実施やセキュリティ対策ソ

フト等の導入など、企業の実態に

即した対策を検討していく必要が

あります。 

 

 

大手企業が導入する「週

休３日制」の効果とは？ 
 

◆ユニクロが制度導入 
「ユニクロ」を展開するファース

トリテイリングは、10 月から転勤

のない地域正社員に「週休 3 日制」

を導入します。業務が繁忙になる

土日祝日を原則出勤とし、平日の

3 日間を休みとするようです。ま

た、1 日 8 時間の労働時間を 10

時間にすることで週 5 日間働く人

と同じ給与水準が可能になりま

す。 

◆導入のねらいは？ 
同社の「週休 3 日制」導入のね

らいは、多様な働き方を認めて育

児・介護等を理由とした早期離職

を防ぐことだそうです。 

また、従業員の仕事外の時間を

充実させるための魅力的な制度と

して、これからの人材確保、定着

を図ることが考えられます。 

制度導入により、プライベート

が充実し、従業員の仕事に対する

モチベーション向上や、仕事が原

因のうつ病などの防止につながる

効果が期待されます。 

◆他社でも導入が可能か？ 
ファーストリテイリングよりも

早く「週休 3 日制」を導入した企

業では、稼働時間を増やして生産

量を増やすのではなく、従業員が

短期間で集中して働くことによっ

て作業効率を上げているようで

す。日本 IBM では、勤務時間の

パターンの選択ができ、その時間

に反映して給与が増減する「短時

間勤務制度」を 2004 年より導入

し、従業員の私生活と仕事の両立

が保たれ仕事の効率も上がったと

いう声が多いようです。 

オランダではすでに「週休 3 日

制」が一般化されているようです

が、日本でも導入する企業が増え、

離職者の減少や仕事の効率化を図

ることができれば、広く浸透する

制度ではないでしょうか。 

 

 

企業はどんな対策を講じ

ている？ 「ソーシャルメ

ディア」の活用リスク 
 

◆便利な反面、リスクも 
現在、簡単かつスピーディーに

情報を発信することが可能なソー

シャルメディアは、企業の Web

マーケティングにおいて重要なも

のとなっています。 

しかし、情報発信が簡単なだけ

に、内部関係者の不適切・不用意

な投稿による炎上や情報漏えい、

風評被害の拡散などのリスクも懸

念されるところであり、慎重に運

用することが求められます。 

このようなソーシャルメディア

のリスクを回避するために、具体

的にどのような対策の検討が求め

られるのか、企業の動きから検討

してみましょう。 

◆規程類の整備 
アディッシュ株式会社が 100 社

を対象に実施した「2015 年度 ネ

ットの書き込み炎上・風評被害対

策の実態調査」によると、現在、

約半数の企業が、ソーシャルメデ

ィアポリシーやガイドラインを策

定しています。 

この割合は今後大きく増えるも

のと考えられ、ソーシャルメディ

アのビジネス利用を考えるのであ

れば、早い段階で策定を検討した

ほうがよいでしょう。 

◆リスクの芽の早期発見と摘みとり 
同調査では、自社名や自社商

品・サービス名等をインターネッ

ト上で検索し、その評判を見てい

る企業も約半数に上りました。 

そして、リスクのある書込みを

発見した際には、たとえその件数

が 1 件のみであっても、94％の企

業が、社内の担当部署との情報共

有、商品・サービスの改善の検討

など、何らかの対応を行うことと

しています。 

自社に関する書込みのチェック

に人員を割くことはできないとい

う企業も多いかと思いますが、そ

うした企業であっても、ソーシャ

ルメディアの拡散スピードの速さ

を考えると、最低限「放置しない」

ことは必須であると言えます。 

近時は企業のブランドを失墜さ

せるデマ投稿なども問題となって

いますが、できる限り迅速に対応

することが肝心でしょう。 

 

 

 
 

 

 

て、買い物の履歴や様々なサービ

スの利用情報などが、新商品の開

発に役立てたいと考える企業の間

で売買され、活用されることが考

えられます。 

◆預金口座やメタボ検診の記

録も連結へ 
マイナンバー法の改正では、

2018 年以降、本人の同意を条件

に、銀行口座の預金情報もマイナ

ンバーとの結び付けが可能にな

り、税務調査で預金残高の状況が

つかみやすくなります。本人の同

意を条件にしたのは、財布の中身

を知られたくない預金者に配慮し

たためですが、政府は 2021 年を

メドに義務化する方向で検討して

います。また、「メタボ健診」の記

録を 2016 年から、予防接種の記

録については 2017 年から個人番

号と結びつけて使えるようにし、

引っ越し時、乳児の予防接種の履

歴が転居先の自治体にスムーズに

引き継がれるようになります。 

◆基礎年金番号との連結は先延ばし 
ただ、日本年金機構による個人

情報流出問題を受け、同機構はマ

イナンバーをしばらく扱えないこ

とも決まりました。マイナンバー

と基礎年金番号の連結は、2016

年 1 月の予定から最大 1 年 5 カ月

間延期されます。 

 

 

従業員の「メールの誤送

信」に関する実態 
 

◆6割以上が誤送信の経験あり 
情報セキュリティメーカーのデ

ジタルアーツ株式会社が、勤務先

における誤送信について行った

調査によると、メールの誤送信を

経験している従業員の割合は

64.6％にも上ることがわかった

そうです（対象：全国の企業に勤

める従業員 1,102 名、情報システ

ム管理者 332 名）。実際に起こっ

たメール誤送信の内容として、

「宛先間違い」に加え「添付ファ

イル間違い」、「Bcc 指定を To や

Cc 指定としてしまう」など、情

報漏洩につながる誤送信も多数

起きているようです。 

◆業務に不可欠だからこそ対

策が必要 
個人情報保護法の改正、マイナ

ンバー制度の施行、公的機関・大

企業等による情報漏洩問題等、最

近は企業においてもセキュリテ

ィ対策が強く求められるような

状況が続いています。 

その中でも、従業員が使用して

いるメールによって情報が漏洩

してしまうようなケースは多い

ようです。現代では業務でのメー

ル使用は不可欠なものとなって

いますが、同時に常日頃使用する

ものであるだけに、従業員が何ら

からのミスをしてしまうリスク

は常に存在していると言えます。 

◆社内ルールが周知されていない？ 
一方、同調査によると、「社外

とのメールの送受信に関して、勤

務先ではルールがありますか？」

との問いに対して、従業員側は

「特になし」（61.3％）とした回

答が最も多く、企業（情報システ

ム管理者）側の「ルールあり」

「改正個人情報保護法」

「改正マイナンバー法」

成立で変わること 
 

◆関連する両法を併せて改正 
個人情報保護法（個人情報の保

護に関する法律）とマイナンバー

法（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に

関する法律）の改正法が可決、成

立しました。 

個人情報保護法の改正は 2003

年に法律ができてから初めて。

2013 年に成立したマイナンバー

法は、今年 10 月からの個人番号

の配付や来年 1 月からの本格運用

を前にした改正です。 

◆個人情報取扱事業者の範囲

拡大と監視の強化 
改正個人情報保護法では、マイ

ナンバー法に合わせて、これまで

は対象外とされていた取り扱う個

人情報が 5,000 件以下の小規模事

業者も「個人情報取扱事業者」と

して規制の対象とし、監視機関と

して、マイナンバー法で定められ

ていた「特定個人情報保護委員会」

を改組して「個人情報保護委員会」

とし、個人情報の保護に関する強

力な権限をもつ第三者機関とする

ことになりました。 

◆「匿名加工情報」の利用拡大 
一方、これまでは本人の同意が

必要とされていた、情報が誰のも

のかがわからないようにした「匿

名加工情報」の利用については、

本人の同意がなくても他人に提供

できるようになります。 
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